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【目的】入浴事故の実態は人口動態統計では正確に把握されておらず、東京救急協会の推計では年間死亡者は約14,000名とされている。特に寒冷地方における死亡が多く、大きな健康課題と捉え庄内保健所管内の2箇所の消防署の協力により、調査を行ったので報告する。
【方法】
　平成21年11月から22年4月にかけて庄内保健所管内の２消防署の協力で入浴事故実態調査を行った。調査対象は管内で救急要請のあった事故のうち、「入浴行為」の際、又は「入浴に起因して」発生した全ての救急搬送者と不搬送者とした。
【結果】
　入浴事故は128件発生し、そのうち30名が死亡し、同期間内の交通事故死の約7倍であった。年齢別には発生者のうち約9割が65歳以上、死亡者は全て65歳以上であった。風呂種別には自宅での発生が71件と最も多く、死亡率も35.2%と高かった。平均気温との関係からは、5℃を下回ると死亡率が高くなる傾向を認めた。
【考察】
　東京救急協会は平成12年度に都内の入浴事故調査を実施し、我が国の年間の入浴事故による死亡者は、約14,000名と推定した。
人口動態統計による平成20年の本県の「不慮の溺死及び溺水」の標準化死亡比(SMR)は129であり、全国9位と多発県であった。これらを踏まえ、本調査は重要な地域健康課題との認識から実施したものである。自殺については深刻な社会問題との位置づけから、2007年に自殺総合対策大綱が策定され対策が実施されている。同様に国民的に関心の高い交通事故死を抑制するための公共工事を含めた諸資源の投入は巨額にのぼる。しかし、入浴事故死については、その実態すら組織的には把握されておらず、有効な対策が行われているとは言えない。寒冷地における今回の調査結果から入浴事故は極めて多く、積極的な対策が必要と考えられた。
今回検討した対象の定義、収集項目、医療機関に運ばれてからの死亡者についての死後画像検査や警察との連携等、正確な状況を把握する上での課題は多いが、気温との関連が大きく、年齢、発生場所等の特徴が示された。
集計結果と対策については保健所ＨＰでの公開、リーフレット、ポスターの作成・配布等を行うとともに、メディア、市町の広報等での掲載の協力を仰ぎ、キャンペーン、講演会等での市民への周知・啓発を行った。
今後の対策の方法等について問題提起を行う予定である。
【課題】
1） 国の事業としての実態調査と対策に向けた計画立案
2） 調査結果の効果的で継続的な市民への周知法
3） 入浴習慣の行動変容を図る手法の検討
4） 脱衣所・浴室と居住空間の温度差への市民の意識改革
5） 入浴施設における浴槽の温度管理への働きかけ
